
経済連携協定（ＥＰＡ）
の取組について

平成１８年１２月



韓国（人口：４８００万人 一人当たりＧＤＰ：１万４０００ドル）

・２００４年１１月から交渉中断。

韓国（人口：４８００万人 一人当たりＧＤＰ：１万４０００ドル）

・２００４年１１月から交渉中断。

インドネシア（人口：2億1700万人 一人当たりＧＤＰ：1200ドル

・２００６年１１月大筋合意。
・資源分野も本格的に議論。

インドネシア（人口：2億1700万人 一人当たりＧＤＰ：1200ドル

・２００６年１１月大筋合意。
・資源分野も本格的に議論。

ASEAN全体（人口：５億５千万人 一人当たりＧＤＰ：１２００ドル

・２００５年４月交渉開始。２年以内の合意が目標。
・日・ＡＳＥＡＮで面的に広がる産業構造に即した、自由
なビジネス圏を構築。投資・知財等含む協定を目指す。

ASEAN全体（人口：５億５千万人 一人当たりＧＤＰ：１２００ドル

・２００５年４月交渉開始。２年以内の合意が目標。
・日・ＡＳＥＡＮで面的に広がる産業構造に即した、自由
なビジネス圏を構築。投資・知財等含む協定を目指す。

マレーシア（人口：２６００万人 一人当たりＧＤＰ：５０００ドル）

・２００６年７月発効。
・実質上全ての鉱工業品について関税撤廃。

マレーシア（人口：２６００万人 一人当たりＧＤＰ：５０００ドル）

・２００６年７月発効。
・実質上全ての鉱工業品について関税撤廃。

チリ（人口：１６００万人

一人当たりＧＤＰ：５８３９ドル）

・２００６年９月大筋合意。

・銅等の資源確保の観点か

ら重要。

チリ（人口：１６００万人

一人当たりＧＤＰ：５８３９ドル）

・２００６年９月大筋合意。

・銅等の資源確保の観点か

ら重要。

ＧＣＣ諸国（人口：３５００万人）

・２００６年９月、ＦＴＡ交渉を開
始。

・１兆円を超える輸出市場。資
源確保の観点からも重要。

ＧＣＣ諸国（人口：３５００万人）

・２００６年９月、ＦＴＡ交渉を開
始。

・１兆円を超える輸出市場。資
源確保の観点からも重要。

ベトナム（人口：８２００万人 一人当たりＧＤＰ：６００ドル

・０７年１月からの交渉入りで合意（０６年１０月）。
・日本の投資が急増。事業環境改善の観点からも重要。

ベトナム（人口：８２００万人 一人当たりＧＤＰ：６００ドル

・０７年１月からの交渉入りで合意（０６年１０月）。
・日本の投資が急増。事業環境改善の観点からも重要。

ブルネイ（人口：３５万人 一人当たりＧＤＰ：１万７０００ドル

・２００６年６月交渉開始。大筋合意予定。
・天然ガス・石油の安定供給国として関係強化が重要。

ブルネイ（人口：３５万人 一人当たりＧＤＰ：１万７０００ドル

・２００６年６月交渉開始。大筋合意予定。
・天然ガス・石油の安定供給国として関係強化が重要。

メキシコ（人口：１億５００万人

一人当たりＧＤＰ：６５００ドル）

・２００５年４月発効。
・初めての農産品自由化を
含む協定。

メキシコ（人口：１億５００万人

一人当たりＧＤＰ：６５００ドル）

・２００５年４月発効。
・初めての農産品自由化を
含む協定。

シンガポール（人口：４００万人 一人当たりＧＤＰ：２万６０００ドル）

・２００２年１１月発効。

シンガポール（人口：４００万人 一人当たりＧＤＰ：２万６０００ドル）

・２００２年１１月発効。

タイ（人口：６２００万人 一人当たりＧＤＰ：２７００ドル）

・２００５年９月大筋合意。
・ 自動車、電気電子等の生産基地化。製品は世界へ輸出。

タイ（人口：６２００万人 一人当たりＧＤＰ：２７００ドル）

・２００５年９月大筋合意。
・ 自動車、電気電子等の生産基地化。製品は世界へ輸出。

フィリピン（人口：８３００万人 一人当たりＧＤＰ：１２００ドル）

・２００６年９月９日署名。
・「人の移動」に関する取り決めを含むことが特色。

フィリピン（人口：８３００万人 一人当たりＧＤＰ：１２００ドル）

・２００６年９月９日署名。
・「人の移動」に関する取り決めを含むことが特色。

インド（人口：１０億２９００万人 一人当たりＧＤＰ：７００ドル

・２００６年７月、首脳間で交渉の準備作業開始に合意。
・ＢＲＩＣｓの一角で、巨大な潜在的マーケット。

インド（人口：１０億２９００万人 一人当たりＧＤＰ：７００ドル

・２００６年７月、首脳間で交渉の準備作業開始に合意。
・ＢＲＩＣｓの一角で、巨大な潜在的マーケット。

○経済連携は、我が国の経済活性化と国際競争力強化の重要な鍵。

○我が国は東アジアを中心に、ＥＰＡ等を ４ヶ国 と締結、 ３ヶ国と大筋合意済み、 ４ヶ国・２

地域と交渉中・交渉準備を実施中、 ３ヶ国・２地域と検討中（計１８ヶ国・地域）。

経済活性化

国際競争力強化

・関税コストの低減
・生産拠点の最適化
・市場や投資先の拡大 等

経済連携
（ＥＰＡ／ＦＴＡ）

ＧＣＣ＝湾岸協力会議
サウジアラビア、クウェート、アラブ首長国
連邦、バーレーン、カタール、オマーン

２００６年（平成１８年１２月１日現在

１．我が国の経済連携の推進状況

豪州、スイス、南アフリカ、
日中韓（投資協定）、
東アジア

検討中
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構想の基本コンセプト

○アセアン＋６各国の専門家による、東アジアＥＰＡ（ＣＥＰＥＡ）の研究を開始

○アセアン及びそのFTA/EPA取組相手６か国（日中韓印豪NZ）で構成

○FTAより広い内容をカバー （物品貿易、原産地規則、サービス、投資、知的財産、協力等)

この地域に特徴的な地域的生産ネットワークの更なる発展
自由かつ公正なルールに基づいた市場経済の構築
アセアンを東アジア経済統合の原動力（ドライビング・フォース）に
この地域に関与する他のパートナーに対して開かれたダイナミズムの維持

２００６年８月 日本提案の内容

４．東アジア構想Ⅰ～東アジアＥＰＡ構想 （ＣＥＰＥＡ：東アジア包括的経済連携）

２. 東アジアにおける事実上の（デ・ファクト）統合の進展
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東アジア： 日本・中国・韓国・香港・台湾・アセアン１０ヵ国・オーストラリア・ニュージーランド・インドを含む
出所： IMF “DOT” Board of Foreign Trade, Taiwan, Chinese Taipei “Trade Statistics"(http://eweb.trade.gov.tw/default.asp)

ＮＡＦＴＡ発効

ＡＳＥＡＮ：
ＣＥＰＴ（共通効果特恵関税）開始

ＥＵ： 単一市場形成に合意

ＥＵ： 域内市場統合完成 ＥＵ： ユーロ導入

< 各地域の域内貿易比率 >
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日本の総貿易額
（輸出＋輸入）
１２２．６兆円
（２００５年）

財務省　貿易
統計から作成

１．対東アジア貿易投資の重要性の増大
我が国の貿易額に占める東アジア（豪・NZ・インドを含

む）の割合は、近年著しく増加。
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ASEAN
Economic Research Institute for ASEAN and East 
Asia (ERIA)

A S E A N

Australia:ANU
Brunei BDIPSS
Cambodia CICP
China CASS
India RIS
Indonesia CSIS
Japan IDE/JETRO
Korea KIEP
Laos NERI
Malaysia MIER
Myanmar YIE
New Zealand NZIER
Philippine PIDS
Singapore SIIA/ISEAS
Thailand TDRI
Vietnam CIEM

Asian Development Bank
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••

••
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東アジアとインド・豪州との貿易関係の拡大東アジアとインド・豪州との貿易関係の拡大

ASEAN10
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インド 豪州・NZ
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（単位：億ドル）

出典：ＩＭＦ国際貿易統計及びASEAN Trade Statistics Databaseから経済産業省作成。いずれも輸出額。
　　　 ＡＳＥＡＮ10の輸出額のみASEAN Trade Statistics Databaseによるが、ラオス・ベトナムからの輸出は含まない。

最近１０年間に渡る、ASEAN+6における貿易額の動向
（日・中・韓、ASEAN10、インド、豪州・ＮＺ）

○日中韓とアセアンの間の輸出入は、最近１０年で倍増。同様に、アセアンと豪州・ＮＺ、
日中韓と豪州・ＮＺのいずれも輸出入額が倍増し、結びつきが強まっている。

○インドと各地域との貿易額の増加は著しく、いずれも最近１０年で約４～５倍に急増。

○日中韓とアセアンの間の輸出入は、最近１０年で倍増。同様に、アセアンと豪州・ＮＺ、
日中韓と豪州・ＮＺのいずれも輸出入額が倍増し、結びつきが強まっている。

○インドと各地域との貿易額の増加は著しく、いずれも最近１０年で約４～５倍に急増。



EU
（２５か国）

EU
（２５か国）

我が国の全貿
易・投資額に占
める割合の直近
５年間の変化18％→16％

14％→13％

ＥＵへの
直接投資

東アジアへの
直接投資

人口：約31億人

39％→51％44％→50％

人口：約4.5億人
実質成長率：約0.9％

人口：約4.1億人
実質成長率：約2.8％

NAFTA
（北米自由貿易地域）
米国、カナダ、メキシコ

NAFTA
（北米自由貿易地域）
米国、カナダ、メキシコ

ＮＡＦＴＡへの
直接投資

東アジア
（日本を除く）

東アジア
（日本を除く）

○我が国の貿易・投資相手国は、従来米国が中心であったが、近年、東アジアの割
合が高まっている。

（備考）

日本の対外直接投資に占める割合
：1999年→2004年の変化

日本の輸出入に占める割合
：1999年→2004年の変化

人口・実質成長率：2003年

人口：約1.3億人

実質成長率：約１．８%

日本の東アジアとの相互依存関係の深化

38％→24% 34％→25%

７%→40％

25％→16％

33％→25％

ＥＵからの輸入

ＥＵへの輸出

ＮＡＦＴＡからの輸入

ＮＡＦＴＡへの輸出

（資料）経済産業省作成
（出典）財務省貿易統計。国際収支統計

東アジアからの輸入 東アジアへの輸出

日本日本

アセアン１０か国、中国、
韓国、台湾、香港、インド、
豪州、NZの合計

(15ヶ国） (25ヶ国）

(25ヶ国）

(25ヶ国）
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